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1.論 文 内 容 要 旨
戦後 日本農業の性格 と形態 の基本は農地改革に よって与えられたが、この農地改革は、
日本のブルジ ョワ ・地主的天皇制 と帝 国主義の基 抵でもあ った半封建 的地主的土地所有
を基本 的に解体させ、農民の土地所有 と農民的小経営を一般化させ、農業生産の戦後的
発 展の基本的要因となったばか りか、政 治 ・経済 全般 にわたる戦後 日本 社会の民主化 の
不可欠 の一要因をな し、その意義は画期的であ った。 しか し、この改 革は、独 占資本主
義の従属的再編の一環 として終結 し、農民 の土地所有と農民的小経営の創 出も、 この再
編の構造的一基礎た るにお しとどめられた。
本研究では、
まず第一 に、 この よ うな改革後、 資本主義下の、農民の土地所有 と農民的小経営の基
本性格 について簡単な検討を行ない、その存立 ・展開の一条件 としての農産物価格問題
の重大性を明 らか にす る。
次いで、第二 に、今 日、主要農産物のほ とんどが決 して 自由な価格形成を行 なってい
るのではな く、強い国家の政策的干一与の下 で、その価格 を形成 してい ることからし℃、
価格政策対象農産物のそれぞれについて、 制度、価格算式、価格 設定水準について検討
す る。
第三に、このよ うな価格政策の下で形成 されてい る現実の農産物価格を通 じて実現す
る農民の、農業労働の価値実現水準を、農産物相互間で、 また兼業賃労働および都市労
働者の賃労働 の労賃水準 との比較 によって検討 し、 さらにこれ らと農業生産編成の変 化
の関係をみ る。
以上を通 じて、当面す る農民的土地所有 と農民的小経営の確立お よび展開による日本
農業の再建 ・強化において不可欠の農産物 価格政策の、政策価格設定水準について検討
す るのが本研究の課題セ あ る。
2.
1760千 戸 の 地 主 の 所 有 地 を 中 心 に 、1933千 町 歩 の 農 地 を4748千 戸 の 小 作 農 等 に
解 放 し た 農 地 改 革 の 結 果 と し て 創 出 さ れ た 農 民 の 土 地 所 有 は 、 農 民 的 土 地 所 有 の 、 現 段
階 的 ・日本 的 な 一 形 態 と し て 規 定 し う るが 、 しか し そ れ は 、 改 革 が お か れ た 諸 条 件 と そ
の 制 約 か ら し て 、 次 の5点 を 主 要 な 特 徴 と し て い る。
第 一 に 、 「家 族 と と も に 耕 や せ な い ほ ど 大 き くは な く、 家 族 を 養 え な いほ ど小 さ くは な
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い一 片の土地の所有者または賃借人 一 とくに前者 」として規定 され る小農範時 を満 し
えない貧農お よび農村労働者を大量 に残す とい う不徹底を免れえなか ったことである。
第二に、歴史上、 ヨー ロッパにおいて資本主義の創 生期 に成立をみた古典的 ・典型的
な分割地農 民的土地所有 と異 な り、資本主義的商品経済 の渦 中に創出された とい うこと
であ る。
第三に、 資本 の蓄積 メカニズムの基抵 に据え られ るかたちで創 出されたがために、そ
の存立 と展開の条件は極めて狭隣であ り、その法則的分解傾 向におい ては、農業内的要
因よ りも、資本の把握 と浸透が主要な規定 力を もってお り急速 な下向分解が主要な分解
形 態とな っていることであ る。
第 四に、農地改革 に労働力市場の変革:が伴なわなかったために、それは 資本主義的格
差構造 の最低辺に位置づけ られてい ることであ る。
第五に、以上の総体 と して、その分解促進が、社会発展 にそ くしてい るとは 必ず しも
いえない ことであ る。
か くして、この農民的土地所有 とそれを基礎 とす る農民的小経営 の成立は、 なお未完
成であ ると同時に、その創 出の当初か ら資本によって解体を促 されてきたのであって、
生産力の最大の構成要素たる農民労働 力の要求にそ くして、その完成と十分な展開をは
かることが、 日本農業の再建 ・強化に とって も当面 の課題である。そ して、農産物価格
の問題は、 この再建 ・強化にかかわ る最重要問題の一つである。
3.
　 　
ところで、 小農制農業 の農産物価格形成は、限界条件 の費用価格(C+V)で 定 ると
するのが通 説的理 解であるが、少 くも今 日の よ うな資本の制圧の下で、 また現に、一方で
農産物 の輸入 自由化がすすめられ、他 方で農産物総産 出額 の75%ま でが価格政策 の対象
になってい るよ うな現実の下で、決定論的通説は無意味であ り、限界条件の費用価格水
　 ロ 　 　 　 　 　
準で定 まらなければ、農民的小経営の存立の基盤は掘 り崩 され、農業生産 の停滞 ない し
衰退 さえひきお こされ るとい うように理解 しなければならない。
4.
か か る 観 点 で 、 米 、 三 麦 、 大 豆 、 な た ね 、 い も類(甘 藷 、 馬 鈴 薯)、 甘 味 資 源 作 物
(て ん さ い 、 さ と うき び)、 葉 煙 草 、 ま ゆ 、 加 工 原 料 乳 等 の 、 価 格 制 度 、 そ の 政 策 価 格
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算 式 、 お よ び 政 策 価 格 設 定 水 準 を 、 推 移 を 含 め て 具 体 的 か つ 詳 細 に 検 討 して い くと 次 の
よ うな 事 実 を 確 認 す る こ とが で き る の で あ る。
第 一 に は 、 農 産 物 価 格 政 策 は 、 特 に1960年 代 に な っ て か ら 、 商 品 生 産 の 発 展 と 農 産
物 輸 入 自 由 化 の な か で 、 そ の 対 象 とす る 農 産 物 を 拡 げ て き た とい う こ と で あ る。
第 二 に は 、 そ こ で の 政 策 価 格 算 式 は 、 米 を 典 型 とす る 生 産 費 補 償 算 式 か 、 麦 を 典 型 と
す る パ リ テ ィ 価 格 算 式 の い ず れ か に 分 類 さ れ る が 後 者 が 主 要 で あ る こ とで あ る。
第 三 に は 、 両 者 の 間 で は 価 格 水 準 の 推 移 に は 著 る しい 差 が あ り、 後 者 に よ る も の の 農
業 労 働 の 価 値 実 現 水 準 は 極 め て 低 い こ と で あ る。
第 四 に は 、 生 産 費 補 償 算 式 に よ る わ ず か な 農 産 物 一 米 、 葉 煙 草 、 加 工 原 料 乳 の うち
で 、 農 民 の 農 業 労 働 に 、 都 市 労 働 者 な み の 労 働 賃 金 を 賦 与 した の は 、 一 時 期 の 米 だ け で
しか な い こ と で あ る。
第 五 に は 、 一 時 期(1960-1969年)の 米 を 除 い て 、 遂 に 限 界 条 件 の 生 産 費 用 を 償
う とい う理 念 と算 式 は 全 く確 立 を み て い な い と い うこ と で あ る 。
第 六 に}ま、 か く して 、 米 を 最 高 と し、 麦 を 最 低 と して 、 農 産 物 間 の 優 劣 差 は あ れ 、 農
産 物 価 格 政 策 は 、 米 を 唯 一 の 例 外 と し て 、 輸 入 圧 力 の 下 で 次 第 に 優 等 地 の 優 等 経 営 淀 け
に 生 産 が 限 定 され て い くそ の 国 内 生 産 につ い て、 農 民 労 働 の 対 価 に は 農 業 臨 時 雇 賃 金 を み
こ ん だ だ け の 平 均 第 一 次 生 産 費 水 準 を 後 追 い 的 に 政 策 価 格 と して 設 定 し て き た に す ぎ ず 、
米 以 外 の 全 体 に つ い て は 、 輸 入 圧 力 の 下 で 国 内 生 産 を 一 挙 的 に は 潰 滅 さ せ な い だ け の 価
格 支 持 で し か な か っ た とい う こ と で あ るQ
5.
かかる価格政 策の下で、平均的条件 の農民の農業労働の価値実現水準を農産物 ごとに、
また総体 として投下労働単位 当 りお よび土地面積(畜 産の場合には家畜)単 位 当 り農業純
生産 で把えてい くと、両指標 において、有利な作物は存在せず㌧現在では、前者に当る
のは米のみであ り、一 応後者 になる もの として、葉煙草、野菜、一部の畜産物を見 出す
ことはで きるが、投下労働単位当 り純生産において、都市労働者の賃金水準なみのもの
を実現 しえてい るのは米だけで しかない。そ して小農民経 営全体 としての投下労働単位
当 り農業純生産 水準は明白に零細企業労働者の賃金水準を下回 り、かつ、1970年 代 に
入 ってか らは格 差を拡大さえ してい る。 限界条件の場合 には事態は さらに悪い。
日本におけ る労働者賃金の、企業規模格差の、そのまた下方 に、農民労働力の農業労
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働価値実現水準は社会的 に位置づけ られてい るのであって、ここでは㍉下向分解=賃 労
働兼業化 と農家 経 済 の階 層 間 格 差の平準化、そ して米以外の主要普通作物の衰退は不
可避であ るが、 しか も、その兼業賃労働 の価値実現水準が また、格差構造 の枠 内にとど
まり、全面的賃労働者化=完 全離農労働者化 の条件 を一般 には欠いているのであ る。
今 日、農家家計 と都 市勤労者家計の間には、一般 に均衡関係 が成立 してい るとい って
よいが、 にもかかわらず、重大な相異 として、農民世帯 においては、女性を含む多就業、
過重労働が特徴的であって、辛.くもそれに よって都 市勤労者世帯なみの生計 費を確保 し




は、み ごとな対応関係をみせ るのであ って、主要な農産物 について、需要に見合 う限界
地 の限界経営 の費用価格水準を損補す る農産物 の価格 水準を政策的に確保す ることは以
上からして、 農 民的土地所有と舞民的小経営の正常な展開にとって も、 また農産物 自給
を前進 させ ることを通 じで食糧問題を解決 してい くことに とって も、 必要な第一歩であ
ることが 明らかであ る。今 日の舞業危機 の解決にかかわ るすべてを農産物価格 問題 に解
消す ることはで きず、固有の土地問題 の解決等 もまた重大な課題であるが、農民労働力
の農業内外 にわた る労働 力価値実現水準 一 労働力再生産条件 を、基本的に労働者めそ
れ と同 じくせ しめ ることは、 この固有の土地問題の解決と分かちがたい課題 であ る。 そ
れは、農民的土地所有の完成 とその展開の不可欠の条件 であると同時に、 日本経済の正
常な発展にかか わる全国民的な課題でもあ る。
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民的土地所有 と異 り.資 本主義的商品経済の渦中に創出された こと,そ の存立 と展開条件は極めて狭
隙であり.外 部資本の把握と浸透が主要な規定力をもっているため,下 向分解が主要な分解形態とな
っていること労働市場が狭いために,最 低辺に位置づけられた こと等である。かくして小農経営の成
立は,農 民的土地所有とともに,未 完成である。 したがって,生 産力の主体である農民労働力の要求
にそくしてその完成 と十分なる展開をはかることが,日 本農業の再建強化にとって主要課題である。
農産物価格問題は,こ の再建,強 化にかかわる最重要問題である。
そこで,農 産物価格は小農制農業の下においては,限 界条件の費用価格(C+V)で きまるとされ
ているが,現 段階の下では農産物総産出額の75%が 価格政策の対象となっており,一 方農産物輸入
の自由化がすすめられている条件を考慮す るとき決定論的通説は無意味であると結論して いる。そし
て限界条件の費用価格水準でなければならないことが主張されざるをえないとしている。以上の観点




る作目の場合 も,都 市労働者なみの労費を付与したのは,一 時期の米だけであ る。 したがって,1時
期の米以外は,限 界条件の費用を償う理念,算 式は確立していない。以上か ら,米 以外の全体につい
て,輸 入圧の下で,潰 滅しないだけの価格でしかなかったことが実証的に明らかにされている。









農 産 物価 格 につ いて,本 論 文の よ うな 視 点 に立 って,検 討 を加 えた ものは 極め て 少 い・ 農産 物 価 格
論に つ いて も独 自の 見解 を しめ し た ことは,高 い 評価 に 値す る。 この こと によ って,農 業 労 働 力 の価
値 実 現の 意 義 も明確 に な った とい う ことが でき る。
以上 あげ た諸 点か らして,本 論 文は 博 士論 文 として の 意義 を十 分 認 め る ことが で きる。
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